
川崎市立学校非常勤講師等に関する要綱 

平成 29 年３月３１日 

28 川教職第 865 号 

教 育 次 長 専 決 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、川崎市教育委員会非常勤職員に関する規則（昭和６３年川崎市教

育委員会規則第３号。以下「規則」という。）第１３条に基づき、川崎市立学校に勤

務する非常勤講師、非常勤学校栄養職員及び非常勤学校事務職員（以下「非常勤講師

等」という。）について、必要な事項を定めるものとする。 

（種別及び職務） 

第２条 非常勤講師等は、川崎市教育委員会非常勤職員に関する取扱要領（１６川教庶

第１２７４号）第２条第２号に規定する第２種非常勤職員とし、別表第１から別表第

１０までに定める職務に従事する。 

２ 前項に定めるもののほか、教育長が特に必要であると認めたときは、非常勤講師等

の職を別に設置することができる。 

（任用） 

第３条 非常勤講師等は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条及び学

校教育法（昭和２２年法律第２６号）第９号に規定する欠格事由に該当しない者で、

次の各号の区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げるもののうちから選考し、川崎市公

立学校教職員採用候補者等の健康診断取扱い要綱（昭和５５年８月１日付け、川崎市

教育委員会教育長決裁）第２条に規定する健康診断において異常がない旨を確認の上、

任用する。 

 （１）非常勤講師 教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）の規定により授与

する各相当学校の相当普通免許状を有する者 

 （２）非常勤学校栄養職員 栄養士法（昭和２２年法律第２４５号）の規定により授

与する栄養士免許を有する者で学校給食の実施に必要な知識又は経験を有する

こと 

 （３）非常勤学校事務職員 大学卒業又は大学卒業と同等の資格があると認められる   

者 

（任用期間及び任用の更新） 



第４条 非常勤講師等の任用期間については、４月１日から３月３１日までの期間（以

下「年度」という。）の範囲内において、職務内容に応じて定める。 

２ 規則第５条の規定にかかわらず、教育長が特に必要であると認めるときは、任用期

間を満了した非常勤講師等を再度任用することができる。 

（勤務条件の明示） 

第５条 非常勤講師等の任用に際しては、その者に対して任用期間、報酬及び勤務時間

その他の勤務条件を明示しなければならない。 

（退職） 

第６条 非常勤講師等は、次の各号のいずれかに該当するときは、その日をもって退職

する。 

（１）任用期間が満了した日 

（２）退職を願い出て承認があった日 

（３）死亡したとき 

 （校長の意見具申等） 

第７条 校長は、非常勤講師等の任用その他の進退に関する意見を教育委員会に申し出

ることができる。 

（勤務日及び勤務時間等） 

第８条 非常勤講師等の勤務日は、原則として１週間について５日以内、勤務時間は１

日について休憩時間を除き７時間４５分以内、１週間当たりの勤務時間は２９時間以

内とし、その割振りは非常勤講師等の所属する校長が定める。 

２ 勤務時間の割振り等の事情により、非常勤講師等の勤務を要しない日に特に勤務を命

ずる必要がある場合には、川崎市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和３

４年条例第３０号）第４条の３の規定に準じ、勤務を要しない日に勤務を割り振ること

ができる。 

３ 勤務時間には、必要に応じ教材研究（授業準備又は授業に係る打ち合わせの時間等

を含む。）の時間を含むことができる。 

（年次有給休暇） 

第９条 非常勤講師等に対して、勤務年数又は任用期間に応じて別表第１１又は別表第

１２に掲げる区分に応じた年次有給休暇を、原則として１日を単位として付与するこ

とができる。ただし、年度の途中で任用された非常勤講師等については、その年度に



おいて任用期間に応じて別表第１２に規定する日数を付与することができる。 

２ 第４条の規定に基づき、再度任用された場合において、前年度に付与した年次有給

休暇のうち使用しなかった日数がある場合は、当該年度に限り繰り越すことができる。 

（特別休暇） 

第１０条 非常勤講師等に対して、年次有給休暇のほか、次の各号のいずれかに該当す

る場合に特別休暇を付与することができる。 

（１）地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等により出勤することが著

しく困難である場合 

（２）地震、水害、火災その他の災害による非常勤講師等の現住所の滅失又は損壊 

（３）地震、水害、火災その他の災害時において退勤途上における事故発生防止のため

の措置 

（４）裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方公共団体の議会その

他の官公署への出頭 

（５）選挙権その他公民としての権利の行使 

（６）忌引 

（７）骨髄移植のための骨髄液の提供 

（８）夏季における健康保持 

（９）負傷又は疾病（予防接種による著しい発熱等の場合を含む。） 

（10）非常勤講師等の出産 

（11）女性非常勤講師等の生理 

（12）非常勤講師等の育児 

（13）子の看護 

（14）短期の介護 

（15）非常勤講師等の介護 

（16）非常勤講師等の介護時間 

（17）妊産婦である女性非常勤講師等が、母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第

１０条に規定する保健指導又は同法第１３条に規定する健康診査を受ける場合 

（18）妊娠中の女性非常勤講師等が、通勤に利用する交通機関の混雑の程度が母体又は

胎児の健康保持に影響があると認められる場合 

（19）妊娠中の女性非常勤講師等が、当該女性非常勤講師等の業務が母体又は胎児の健



康保持に影響があると認められる場合 

２ 前項第１号から第９号までの特別休暇は、有給とする。 

３ 第１項第１０号から第１９号までの特別休暇は、無給とする。 

４ 第１項第１号から第７号まで及び第１０号から第１２号までの特別休暇の期間等

は、正規職員の例による。ただし、第１１号の特別休暇の期間については、女性非常

勤講師等が請求した期間とする。 

５ 第１項第１７号から第１９号までの特別休暇の期間等は、正規職員の職務に専念す

る義務の免除の例による。 

６ 第１項第８号の特別休暇は、別表第１に定める非常勤講師等に限り、７月１日から

９月３０日までの間において次の日数を付与するものとし、その他の要件については

正規職員の例による。 

１週間の 

勤務日数 

付与日数 

７月以前任用 ８月任用 ９月任用 

５日以上 ５日 ４日 ３日 

４日 ４日 ３日 ２日 

３日 ３日 ２日 １日 

７ 第１項第９号の特別休暇は、ひとつの任用期間において、次の日数を上限として付

与できるものとし、その他の要件については正規職員の例による。 

１週間

の勤務

日数 

任用期間（１箇月に満たない日数があるときは、これを切り捨てるものとする。）

ごとの上限日数

１箇月 ２箇月 ３箇月 ４箇月 ５箇月 ６箇月 

６ 箇 月

を 超 え

る期間 

５日以上 １日 ２日 ２日 ３日 ４日 ５日 １０日 

４日 １日 １日 ２日 ２日 ３日 ３日 ７日 

３日 － １日 １日 ２日 ２日 ３日 ５日 

２日 － － １日 １日 １日 ２日 ３日 

１日 － － － － － １日 １日 

８ 第１項第１３号の特別休暇は、ひとつの任用期間において、次の各号に掲げる日数



を上限として付与できるものとし、その他の要件については正規職員の例による。 

（１）養育する９歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子（配偶者の子

を含む。）が１人の場合 

１週間

の勤務

日数 

任用期間（１箇月に満たない日数があるときは、これを切り捨てるものとする。）

ごとの上限日数

１箇月 ２箇月 ３箇月 ４箇月 ５箇月 ６箇月 

６ 箇 月

を 超 え

る期間 

５日以上 １日 １日 １日 ２日 ３日 ４日 ７日 

４日 １日 １日 １日 １日 ２日 ２日 ５日 

３日 － １日 １日 １日 １日 ２日 ４日 

２日 － － １日 １日 １日 １日 ２日 

１日 － － － － － １日 １日 

（２）養育する９歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子（配偶者の子

を含む。）が２人以上の場合 

１週間

の勤務

日数 

任用期間（１箇月に満たない日数があるときは、これを切り捨てるものとする。）

ごとの上限日数

１箇月 ２箇月 ３箇月 ４箇月 ５箇月 ６箇月 

６ 箇 月

を 超 え

る期間 

５日以上 １日 ２日 ２日 ３日 ４日 ５日 １０日 

４日 １日 １日 ２日 ２日 ３日 ３日 ７日 

３日 － １日 １日 ２日 ２日 ３日 ５日 

２日 － － １日 １日 １日 ２日 ３日 

１日 － － － － － １日 １日 

９ 第１項第１４号の特別休暇は、ひとつの任用期間において、次の各号に掲げる日数

を上限として付与できるものとし、その他の要件については正規職員の例による。 

（１）要介護者が１人の場合 

１週間 任用期間（１箇月に満たない日数があるときは、これを切り捨てるものとする。）



の勤務

日数 

ごとの上限日数

１箇月 ２箇月 ３箇月 ４箇月 ５箇月 ６箇月 

６ 箇 月

を 超 え

る期間 

５日以上 １日 １日 １日 ２日 ２日 ３日 ５日 

４日 １日 １日 １日 １日 ２日 ２日 ４日 

３日 － １日 １日 １日 １日 ２日 ３日 

２日 － － １日 １日 １日 １日 ２日 

１日 － － － － － １日 １日 

（２）要介護者が２人以上の場合 

１週間

の勤務

日数 

任用期間（１箇月に満たない日数があるときは、これを切り捨てるものとする。）

ごとの上限日数

１箇月 ２箇月 ３箇月 ４箇月 ５箇月 ６箇月 

６ 箇 月

を 超 え

る期間 

５日以上 １日 ２日 ２日 ３日 ４日 ５日 １０日 

４日 １日 １日 ２日 ２日 ３日 ３日 ７日 

３日 － １日 １日 ２日 ２日 ３日 ５日 

２日 － － １日 １日 １日 ２日 ３日 

１日 － － － － － １日 １日 

１０ 第１項第１５号の特別休暇は、要介護者の介護をする非常勤講師等であって、要

介護者の各々が介護を必要とする一の継続する状態にある間（以下「要介護者各々に

係る一の要介護期間」という。）に初めて当該休暇の承認を請求した時点において、

次のいずれにも該当するものに対して、要介護者各々に係る一の要介護期間において

連続する９３日（当該期間に係る介護を必要とする一の継続する状態となった日前に

おいて当該非常勤講師等が当該要介護者についてこの号の休暇を使用したことがあ

る場合にあっては、９３日からその使用の状況を考慮して別に定める日数を差し引い

た日数）の範囲内の期間で付与することができるものとし、その他の要件は別に定め

るもののほか、正規職員の例による。 



１１ 第１項第１６号の特別休暇は、要介護者の介護をする非常勤講師等であって、要

介護者ごとに介護を必要とする期間（要介護者各々に係る一の要介護期間において連

続する９３日と重複する期間を除く。）内において、１日の勤務時間の一部につき勤

務しないことの承認を初めて請求した時点において、１日につき２時間の超えない範

囲内で必要と認められる期間で付与することができるものとし、その要件は別に定め

るもののほか、正規職員の例による。 

１２ 前１０項から前１１項の規定にかかわらず、その他特別な事由により勤務しない

ことが相当であると認められる場合は、特別休暇を付与することができる。 

１３ 前項の特別休暇の取扱いは、教育長が別に定める。 

（育児休業） 

第１１条 非常勤講師等は、教育長の承認を受けて、当該非常勤講師等の子を養育する

ため、育児休業をすることができるものとし、その他の要件については川崎市職員の

育児休業等に関する条例（平成４年川崎市条例第２号）における非常勤職員の例によ

る。 

（部分休業） 

第１２条 教育長は、非常勤講師等が請求した場合において、公務の運営に支障がない

と認めるときは、当該非常勤講師等がその子を請求するため１日の勤務時間の一部

（２時間を超えない範囲内の時間に限る。）について勤務しないことを承認すること

ができるものとし、その他の要件については川崎市職員の育児休業等に関する条例に

おける非常勤職員の例による。 

（報酬） 

第１３条 非常勤講師等には、第１種報酬及び第２種報酬を支給する。 

２ 第１種報酬の額は、別表第１に規定する非常勤講師等にあっては別表第１３の、別

表第２から別表第１０に規定する非常勤講師等にあっては別表第１４のとおりとす

る。 

３ 第２種報酬の額は、非常勤講師等の通勤の事情等に応じ教育長が別に定めるものの

ほか、正規職員の例による。 

４ 第１種報酬及び第２種報酬の合計額は、川崎市報酬及び費用弁償並びにその報酬の

支給条例（昭和２２年川崎市条例第１２号。以下「報酬条例」という。）第１条第３

項に定める報酬額の限度額を超えないものとする。 



５ 前各項に規定する第１種報酬及び第２種報酬の支給方法は、教育長が別に定めるも

ののほか、正規職員の例による。 

（中途退職又は中途採用をする者の報酬） 

第１４条 別表第１に規定する非常勤講師等が月の中途において退職し、又は採用され

た者の当該月の報酬額は、次のとおりとする。 

（１）月の途中において退職した場合 

   退職日の翌日から当該月の末日までの間の本来勤務をすべき日数に１日の勤務

時間数を乗じて得た勤務時間数に報酬時間単価基準額を乗じて得た額を前条の報

酬額から減額した額とする。ただし、死亡により退職する場合は、本文の規定にか

かわらず前条の報酬月額の全額を支給するものとする。 

（２）月の中途において採用した場合 

   当該月の初日から採用日の前日までの間の本来勤務をすべき日数に１日の勤務

時間数を乗じて得た勤務時間数に報酬時間単価基準額を乗じて得た額を前条の報

酬額から減額した額とする。 

（報酬の減額） 

第１５条 非常勤講師等が勤務日に勤務しないときは、有給の休暇を取得している期間

を除き、次のとおりとする。 

（１）別表第１に定める非常勤講師等の場合 

   その勤務しない１時間につき、次条に定める勤務１時間当たりの第１種報酬額を、

第１２条第２項に定める第１種報酬月額から減額して支給する。 

（２）別表第２から別表第１０に定める非常勤講師等の場合 

   その勤務しない１時間につき、別表第１４に定める報酬単価を減額して支給する。

この場合において、当該日における合計時間数に１時間未満の端数があるときは、

３０分以上は１時間とし、３０分未満は切り捨てる。 

（勤務１時間当たりの第１種報酬） 

第１６条 非常勤講師等の勤務１時間当たりの第１種報酬額は、別表第１３のとおりと

する。 

（費用弁償） 

第１７条 非常勤講師等がその職務のため出張するときは、報酬条例第５条第２項及び

第３項の規定に基づき、川崎市旅費支給条例（昭和２２年川崎市条例第２１号）別表



の４等級に相当する旅費または川崎市職員の市内出張旅費に関する規則（昭和３７年

川崎市規則第５０号）の規定による旅費を費用弁償として支給する。 

２ 前項の費用弁償の支給方法は、正規職員の例による。 

（社会保険の適用） 

第１８条 非常勤講師等に対する社会保険の適用については、健康保険法（大正１１年

法律第７０号）、厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）、雇用保険法（昭和４

９年法律第１１６号）及び介護保険法（平成９年法律第１２３号）の定めるところに

よる。 

（公務災害の補償） 

第１９条 非常勤講師等の公務上の災害又は通勤による災害の補償は、労働者災害補償

保険法（昭和２２年法律第５０号）の定めるところによる。 

２ 非常勤講師等が公務上の災害又は通勤による災害を受け、勤務日に勤務しない場合、

当該期間に対する第１種報酬及び第２種報酬は支給しない。 

（健康診断） 

第２０条 非常勤講師等は、教育委員会が必要と認める健康診断を実施する。 

（守秘義務） 

第２１条 非常勤講師等は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。また、そ

の職を退いた後も同様とする。 

（定めのない事項） 

第２２条 この要綱に定めのない事項については、労働基準法（昭和２２年法律第４９

号）その他関係法令の定めるところによる。 

（委任） 

第２３条 この要綱の実施について必要な事項は、教育長が定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

 （旧要綱の廃止） 

２ 市立高等学校非常勤講師の任用等に関する取扱い要綱は、廃止する。 

   附 則 



この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２２年６月３０日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成３０年１月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

別表第１ 小学校、中学校及び特別支援学校に配置するもの 

職の名称 職種 校種 職務 

定数内 非常勤講師 小学校、中学校及び

特別支援学校 

正規教員と同等の業務 

学校栄養職員 非常勤学校

栄養職員 

小学校、中学校及び

特別支援学校 

正規学校栄養職員と同等の業

務 

乳幼児教育相談 非常勤講師 特別支援学校 聴覚障害乳幼児指導・教育相談

業務 

別表第２ 小学校、中学校及び特別支援学校に配置するもの 

職の名称 職種 校種 職務 

病気休暇等代替 非常勤講師、

非常勤学校

栄養職員 

非常勤学校

事務職員 

小学校、中学校及び

特別支援学校 

病気休暇、介護休暇中等の教職

員の代替業務 

再任用短時間職

員補充 

非常勤講師、

非常勤学校

小学校、中学校及び

特別支援学校 

再任用短時間勤務職員の欠員

補充 



事務職員 

育児短時間勤務

職員後補充 

非常勤講師、

非常勤学校

栄養職員 

非常勤学校

事務職員 

小学校、中学校及び

特別支援学校 

育児短時間勤務をしている教

職員の後補充 

妊娠時体育授業

免除 

非常勤講師 小学校、中学校及び

特別支援学校 

妊娠した教員の体育授業を担

当 

初任者研修 非常勤講師 小学校及び特別支

援学校 

初任者及び指導教員の後補充 

養護教諭初任者

研修 

非常勤講師 小学校、中学校及び

特別支援学校 

初任者への指導及び校外研修

時の後補充 

支援教育推進 非常勤講師 小学校、中学校及び

特別支援学校 

支援が必要な児童・生徒への対

応 

小規模対策 非常勤講師 小学校 専科教科担当 

専科 非常勤講師 小学校 専科教科担当 

児童支援コーデ

ィネーター後補

充 

非常勤講師 小学校 児童支援コーディネーター教

員の後補充 

少人数指導等担

当 

非常勤講師 小学校 少人数指導やＴ・Ｔの担当 

重複障害特別支

援 

非常勤講師 小学校 重複障害特別支援学級コーデ

ィネーター教員の後補充 

特別支援学級残

留対策 

非常勤講師 小学校及び中学校 本務者の修学旅行等の引率時

における後補充 

ケアセンター 非常勤講師 小学校及び中学校 こども心理ケアセンター内の

分教室担当 

英語推進リーダ

ー 

非常勤講師 小学校及び中学校 英語推進リーダー教員の後補

充 



院内学級 非常勤講師 小学校及び中学校 聖マリアンナ医科大学病院内

の院内学級担当 

特別支援教育推

進 

非常勤講師 中学校 特別支援教育コーディネータ

ー教員の後補充 

生徒指導担当 非常勤講師 中学校 生徒指導担当教員の後補充 

小中連携 非常勤講師 中学校 小中連携担当教員の後補充 

教科補充 非常勤講師 中学校 教科担任が不足している場合

の補充 

センター機能支

援 

非常勤講師 特別支援学校 地域支援部の後補充 

小学校英語強化 非常勤講師 小学校 外国語活動・外国語授業の支

援・強化 

学校運営改善 非常勤講師 小学校、中学校及び

特別支援学校 

児童・生徒への教育 

別表第３ 中学校に配置するもの 

職の名称 職種 校種 職務 

夜間学級担当 非常勤講師 中学校 教科担任が不足している場合

の補充又は夜間学級において

養護教諭の職務（事務職員の職

務を兼ねる） 

別表第４ 高等学校全日制課程に配置するもの 

職の名称 職種 校種 職務 

病気休暇等代替 非常勤講師 高等学校 病気休暇、介護休暇中等の教員の

代替業務 

免許教科外指導 非常勤講師 高等学校 教科担任が不足している場合の補



解消 充 

初任者研修 非常勤講師 高等学校 初任者及び指導教員の後補充 

高校改革事業 非常勤講師 高等学校 高校改革事業により教科担任が不

足している場合の補充 

英語推進リーダ

ー 

非常勤講師 高等学校 英語推進リーダー教員が在籍する

学校に配置 

別表第５ 高等学校全日制課程に配置するもの 

職の名称 職種 校種 職務 

外国語語学 非常勤講師 高等学校 外国語の授業担当（母国語とする

外国人に限る。） 

別表第６ 工業に関する課程を置く高等学校全日制課程に配置するもの 

職の名称 職種 校種 職務 

免許教科外指導

解消（工業） 

非常勤講師 高等学校 実習に伴う工業に関する科目を主

として担当する教科担任が不足し

ている場合の補充 

別表第７ 高等学校定時制課程に配置するもの 

職の名称 職種 校種 職務 

病気休暇等代替 非常勤講師 高等学校 病気休暇、介護休暇中等の教員の

代替業務 

免許教科外指導

解消 

非常勤講師 高等学校 教科担任が不足している場合の補

充 

初任者研修 非常勤講師 高等学校 初任者及び指導教員の後補充 

高校改革事業 非常勤講師 高等学校 高校改革事業により教科担任が不

足している場合の補充 

英語推進リーダ

ー 

非常勤講師 高等学校 英語推進リーダー教員が在籍する

学校に配置 



日本語指導 非常勤講師 高等学校 日本語指導が必要な生徒が在籍す

る学校に配置 

別表第８ 工業に関する課程を置く高等学校定時制課程に配置するもの 

職の名称 職種 校種 職務 

免許教科外指導

解消（工業） 

非常勤講師 高等学校 実習に伴う工業に関する科目を主

として担当する教科担任が不足し

ている場合の補充 

別表第９ 中学校に配置するもの 

職の名称 職種 校種 職務 

中学校兼任講師 非常勤講師 中学校 教科担任の不足する夜間学級に配

置 

別表第１０ 高等学校に配置するもの 

職の名称 職種 校種 職務 

高等学校兼任講

師 

非常勤講師 高等学校 教科担任の不足する全日制及び定

時制に配置 

学校運営改善 非常勤講師 高等学校 児童・生徒への教育 

別表第１１ 勤務年数ごとの年次休暇日数 

１週間の 

勤務日数 

勤務年数ごとの休暇日数 

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 

６年目 7 年目 ８年目 ９年目 １０年目以上 

５日以上 １０日 １１日 １２日 １４日 １６日 

１８日 ２０日 ２０日 ２０日 ２０日 

４日 ７日 ８日 ９日 １０日 １２日 

１３日 １５日 １５日 １５日 １５日 

３日 ５日 ６日 ６日 ８日 ９日 



１０日 １１日 １１日 １１日 １１日 

２日 ３日 ４日 ４日 ５日 ６日 

６日 ７日 ７日 ７日 ７日 

１日 １日 ２日 ２日 ２日 ３日 

３日 ３日 ３日 ３日 ３日 

別表第１２ 任用期間ごとの年次休暇日数 

１週間の

勤務日数

任用期間（１箇月に満たない日数がある場合は、これを切り捨てるものとする。）

ごとの休暇日数

１箇月 ２箇月 ３箇月 ４箇月 ５箇月 ６箇月 ６箇月

を超え

る期間 

５日以上 １日 ２日 ２日 ３日 ４日 ５日 １０日 

４日 １日 １日 ２日 ２日 ３日 ３日 ７日 

３日 － １日 １日 ２日 ２日 ３日 ５日 

２日 － － １日 １日 １日 ２日 ３日 

１日 － － － － － １日 １日 

別表第１３ 報酬月額及び勤務１時間当たりの報酬額 

職の区分 経験年数 報酬月額 
勤務１時間当た

りの報酬額 

別表第１に掲げる非

常勤講師 

２年未満 ２００，２００円 １，５９４円 

２年以上４年未満 ２１４，２００円 １，７０５円 

４年以上６年未満 ２３２，４００円 １，８５０円 

６年以上８年未満 ２５２，７００円 ２，０１１円 

８年以上１０年未満 ２７０，１００円 ２，１５０円 

１０年以上１２年未満 ２７８，０００円 ２，２１３円 

１２年以上 ２８１，０００円 ２，２３７円 

別表第１に掲げる  １９４，３００円 １，５４６円 



非常勤学校栄養職員 

備考 経験年数の算出に当たっては、川崎市職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則

（昭和４６年川崎市人事委員会規則第１４号）別表第１１に定める経験年数換算表を

用いるものとする。 

別表第１４ 報酬単価額 

職の区分 報酬単価額 

別表第２に掲げる職 非常勤講師 ２，５００円 

非常勤学校栄養職員 １，５４６円 

非常勤学校事務職員 １，１７０円 

別表第３に掲げる職 ２，７５０円 

別表第４に掲げる職 ２，８００円 

別表第５に掲げる職 ３，６００円 

別表第６に掲げる職 ３，１００円 

別表第７に掲げる職 ３，１００円 

別表第８に掲げる職 ３，２００円 

別表第９に掲げる職 ２，９００円 

別表第１０に掲げる職 ２，８００円 

備考 報酬の支払いに際しては、週の勤務時間数と報酬額を乗じ週の勤務日数を除する

ことで日額報酬として支給する。 


